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当法人（当該障害児通所支援事業所に勤務する従業者を含む。）は、以下の内容を遵守し、適正な事業運営を行うことを誓約します。

１　基準の遵守
　　　指定障害児通所支援事業の運営に当たっては、児童福祉法、児童福祉法施行令、児童福祉法施行規則、熊本市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例等の関係法令及び関係通知を遵守すること。
　　　

２　変更の届出等
　　　児童福祉法第２１条の５の１９に規定するとおり、指定障害児通所支援事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったときは、変更があった日から１０日以内に熊本市障がい保健福祉課に届けること。但し、当該届出に係る加算等（算定される単位が増えるものに限る。）については、届出が毎月１５日以前になされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には翌々月から、算定開始となることに留意すること。（詳細については、「児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年障発第0330第16号）」を確認すること。）　　　　　
また、事業を廃止又は休止しようとするときは、廃止又は休止の日の1月前までに、同課に厚生労働省令で定める事項を届出ること。その場合、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要なサービスが継続的に提供されるよう、他のサービス事業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行うこと。


　（留意事項）
事業開始後、上記内容にかかる基準等に違反した場合には適正な事業の運営ができないものと判断し、市は指定を取り消す等厳正に対処する。


